
自

至 令和　５年 ３月 ３１日

令和４事業年度

財   務   諸   表 （職業能力開発勘定）
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（職業能力開発勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　令和５年３月３１日　）

資産の部

　　　　現金及び預金 9,879,910,247
　Ⅰ　流動資産

　　　　未収収益 5
　　　　未収金 3,984,739,285 3,984,739,285

　　　　仮払金 33,964
　　　　前払金 1,978,298

　　　　賞与引当金見返（注） 1,869,636,431
　　　　棚卸資産 422,670

　　　　　　　流動資産合計 15,763,839,918

　　　　前払費用 27,119,018

　　１　有形固定資産
　　　　　建物 65,447,252,796

　Ⅱ　固定資産

　　　　　構築物 7,892,559,621
　　　　　　減価償却累計額 △ 4,079,250,152

　　　　　　減価償却累計額 △ 24,872,369,285
　　　　　　減損損失累計額 △ 25,234,768 40,549,648,743

　　　　　　減価償却累計額 △ 34,813,150,430 20,168,480,677

　　　　　　減損損失累計額 △ 957,224 3,812,352,245
　　　　　機械装置 54,981,631,107

　　　　　工具器具備品 4,409,507,011

　　　　　車両運搬具 412,727,141
　　　　　　減価償却累計額 △ 344,898,946 67,828,195

　　　　　　減価償却累計額 △ 2,565,026,802 1,844,480,209

　　　　　　減損損失累計額 △ 121,348,107 39,054,210,563
　　　　　建設仮勘定 920,602,331

　　　　　土地 39,175,558,670

　　　　　　　有形固定資産合計 106,417,602,963

　　　　　電話加入権 911 911
　　２　無形固定資産

　　３　投資その他の資産

　　　　　　　無形固定資産合計 911

　　　　　敷金 4,026,500
　　　　　退職給付引当金見返（注） 32,717,431,615
　　　　　差入保証金 11,692,000

　　　　　　　投資その他の資産合計 32,733,150,115

　　　　　　　固定資産合計 139,150,753,989

　　　　　　　資産合計 154,914,593,907



（職業能力開発勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　令和５年３月３１日　）

負債の部

　Ⅰ　流動負債
　　　　未払金 4,740,655,566
　　　　未払費用 38,007,088
　　　　未払消費税等 42,869,582
　　　　前受金 147,497,442
　　　　短期リース債務 2,262,217,519
　　　　預り金 262,545,256
　　　　引当金
　　　　　賞与引当金 1,869,636,431 1,869,636,431

　　　　　　　流動負債合計 9,363,428,884

　Ⅱ　固定負債
　　　　資産見返負債（注）
　　　　　資産見返運営費交付金 25,003,812,427
　　　　　資産見返寄附金 20,436,760
　　　　　建設仮勘定見返運営費交付金 77,647,134
　　　　　建設仮勘定見返施設費 842,955,197 25,944,851,518
　　　　長期リース債務 3,594,212,730
　　　　引当金
　　　　　退職給付引当金 32,717,431,615 32,717,431,615
　　　　資産除去債務 113,172,616

　　　　　　　固定負債合計 62,369,668,479

　　　　　　　負債合計 71,733,097,363

純資産の部

　Ⅰ　資本金
　　　　政府出資金 80,381,591,405
　　　　地方公共団体出資金 207,954,573

　　　　　　　資本金合計 80,589,545,978

　Ⅱ　資本剰余金
　　　　資本剰余金 29,915,687,405
　　　　その他行政コスト累計額（注） △ 35,996,988,521
　　　　　減価償却相当累計額（△） △ 24,818,999,426
　　　　　減損損失相当累計額（△） △ 145,568,617
　　　　　利息費用相当累計額（△） △ 7,514,434
　　　　　除売却差額相当累計額（△） △ 11,024,906,044

　　　　　　　資本剰余金合計 △ 6,081,301,116

　Ⅲ　利益剰余金
　　　　積立金 8,567,255,967
　　　　当期未処分利益 105,995,715
　　　　（うち当期総利益　105,995,715）

　　　　　　　利益剰余金合計 8,673,251,682

　　　　　　　純資産合計 83,181,496,544

　　　　　　　負債純資産合計 154,914,593,907

　　　　（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目



（職業能力開発勘定）

（単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用
　業務費 49,777,675,814
　一般管理費 3,039,587,667
　財務費用 125,045,863
　臨時損失 27,749,151

　損益計算書上の費用合計 52,970,058,495

Ⅱ　その他行政コスト
　減価償却相当額（注） 2,190,978,140
　減損損失相当額（注） 98,561,165
　利息費用相当額（注） 183,545
　除売却差額相当額（注） 41,015,544

　その他行政コスト合計 2,330,738,394

Ⅲ　行政コスト 55,300,796,889

（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目

行政コスト計算書
（　令和４年４月１日　～　令和５年３月３１日　）



（職業能力開発勘定）

（単位：円）

　　　　　　　経常収益合計 53,012,806,734

262,807,186

　　　　　　　経常利益 70,497,390

　　　　賞与引当金繰入 1,757,482,122

損益計算書
（　令和４年４月１日　～　令和５年３月３１日　）

　　経常費用

　　　業務費

　　　雑益

　　　　人件費 18,613,486,217

　　　　減価償却費 6,994,347,771
　　　　業務委託費 1,896,120,403

　　　　退職給付費用 385,046,534
　　　　その他の業務費 20,131,192,767 49,777,675,814

　　　財務費用

　　　一般管理費
　　　　人件費 1,267,826,401
　　　　減価償却費 168,851,300
　　　　賞与引当金繰入 112,154,309
　　　　退職給付費用 23,537,437
　　　　その他の一般管理費 1,467,218,220 3,039,587,667

　　　　運営費交付金収益 42,151,817,800

　　　　支払利息 125,045,863 125,045,863

　　　　　　　経常費用合計 52,942,309,344

　　経常収益

　　　運営費交付金収益（注）

　　　業務収益

　　　　資産見返運営費交付金戻入 4,449,345,266 46,601,163,066

　　　補助金等収益（注）
　　　　補助金等収益 42,416,482 42,416,482

　　　　職業能力開発収益 3,571,369,956 3,571,369,956

　　　受託収益
　　　　民間団体等受託収入 1,638,648 1,638,648

　　　賞与引当金見返に係る収益（注） 1,869,636,431

　　　施設費収益（注） 240,288,231

　　　寄附金収益（注）
　　　　資産見返寄附金戻入 5,901,097 5,901,097

　　　退職給付引当金見返に係る収益（注） 408,583,971

　　　財務収益
　　　　受取利息 9,001,666 9,001,666



（職業能力開発勘定）

（単位：円）

損益計算書
（　令和４年４月１日　～　令和５年３月３１日　）

　　　　　　　臨時利益合計 63,247,476

　　当期純利益 105,995,715

　　当期総利益 105,995,715

　　　資産見返運営費交付金戻入（注） 1,852,626

　　　その他の臨時利益 61,394,850

　　　　　　　臨時損失合計 27,749,151

　　臨時利益

　　　減損損失 1,852,626

　　　固定資産除却損 24,586,509

　　　国庫納付金（注） 1,310,016

　　臨時損失

　　　　（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目
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（職業能力開発勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　業務費及び一般管理費による支出 △ 23,536,319,312
　人件費支出 △ 23,361,945,836
　その他預り金支出 △ 330,138,871
　運営費交付金収入 46,971,904,000
　受託収入 1,638,648
　補助金等収入 34,810,813
　業務収入 3,562,284,311
　その他預り金収入 332,783,430
　その他業務収入 808,395,122

　小計 4,483,412,305

　利息の受取額 21,852,072
　利息の支払額 △ 120,766,504

　業務活動によるキャッシュ・フロー 4,384,497,873

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 7,846,773,442
　有形固定資産の売却による収入 25,861,222
　敷金及び保証金の差入による支出 △ 2,298,500
　敷金及び保証金の回収による収入 1,295,682
　施設費による収入 3,458,539,064
　定期預金の預入による支出 △ 2,000,000,000
　定期預金の払戻による収入 6,000,000,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 363,375,974

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　不要財産に係る国庫納付等による支出 △ 149,737,343
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 2,566,512,046
地方公共団体出資金の払戻による支出 △ 68,424

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,716,317,813

Ⅳ　資金増加額 1,304,804,086

Ⅴ　資金期首残高 8,575,106,161

Ⅵ　資金期末残高 9,879,910,247

キャッシュ・フロー計算書
（　令和４年４月１日　～　令和５年３月３１日　）



（職業能力開発勘定）

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 105,995,715
　　　当期総利益 105,995,715

Ⅱ 利益処分額
　　　積立金 105,995,715

利益の処分に関する書類



（職業能力開発勘定） 

重要な会計方針 

  

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和3年9月

21日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和

4 年 3 月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）のうち、時価の算定に係る改訂内容を適

用して、財務諸表等を作成しております。 

なお、独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に係る改訂内容は令和5事業年度から適用します。 

 
 

 １．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

管理部門の活動については、期間進行基準を採用しています。 
 

 ２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   棚卸資産の評価基準及び評価方法は、先入先出法による原価法を採用しております。 

 

 ３．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

     有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 

     なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

      建物             3～50年 

      構築物            5～60年 

      機械装置           2～17年 

      車両運搬具          2～ 6年 

      工具器具備品         2～20年  

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第1項）及び資産除去債務に対応する特定

の除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価償却

相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）リース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

４．貸倒引当金の計上基準  

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等  

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   

 ５．賞与に係る引当金の計上基準  

   役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計

上しております。なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同

額を賞与引当金見返として計上しております。 

 

 ６．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
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ては期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 なお、退職一時金並びに確定給付企業年金等に係る掛金及び年金積立金不足額については、運営費

交付金により財源措置がなされる見込みであるため、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返と

して計上しております。 

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっており

ます。 

８．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

重要な表示方法の変更 

１．前事業年度まで敷金の差入による支出を「敷金の差入による支出」として表示しておりました

が、公共料金に係る標準・最終保障供給約款に基づく保証金を差し入れたため、当事業年度より

「敷金及び保証金の差入による支出」として表示することとしております。 

また、それに伴い、前事業年度まで敷金の回収による収入を「敷金の回収による収入」として表

示しておりましたが、当事業年度より「敷金及び保証金の回収による収入」として表示することと

しております。 

２．前事業年度まで「経常費用」の「業務費」の「その他の業務費」に含めていた「訓練委託費」

は、金額的重要性が増したため、当事業年度より「業務委託費」に含め開示することとしておりま

す。 

重要な会計上の見積り 

退職給付引当金 

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額 

当事業年度 

退職給付引当金 32,717,431,615円 

２．会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報 

 採用している退職給付制度の概要につきましては、注記事項〔退職給付債務関係〕に記載した内容

と同一であります。 

 退職給付引当金は、退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額

から年金資産の額を控除して算出しており、退職給付債務は、役職員の退職により見込まれる退職給

付の総額のうち、期末までに発生していると認められる額を割り引いて計算しています。また、退職

給付に関連する損益の計算において、年金資産の額に長期期待運用収益率を乗じた期待運用収益の額

を考慮しており、実際運用収益との差異は未認識数理計算上の差異として将来に渡って費用処理され
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ます。従って、割引率及び長期期待運用収益率が重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定となりま

す。割引率は国債の利回りを参考に決定しており、長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金

資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮し

決定しております。 

 これらの仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事

業年度の財務諸表において認識する退職給付引当金に影響を与える可能性があります。 
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注記事項 

 

〔貸借対照表関係〕 

・その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額  

△ 25,917,831,735円 

 
〔行政コスト計算書関係〕 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 55,300,796,889円 

自己収入等 △ 3,906,803,403円 

国庫納付額 △ 1,310,016円 

機会費用 290,821,171円 

 

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 51,683,504,641円 

 

２．機会費用の計上方法 

  (１) 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10年利付国債の令和5年3月末利回りを参考に0.32％で計算しております。 

   (２) 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人で

の勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しており

ます。 

 
〔損益計算書関係〕    

・ファイナンス・リースが損益に与える影響額は、5,464,002 円であり、当該影響額を除いた当期総利

益は100,531,713円であります。 

 

・業務費 人件費の内訳 

給与及び手当 15,852,550,568円 

法定福利費（職員） 2,745,648,465円 

役員報酬 13,436,667円 

法定福利費（役員） 1,850,517円 

 

・その他の業務費のうち主要な費目及び金額 

謝金 5,352,727,363円 

維持管理・保守修繕費 4,486,910,317円 

賃借料 1,906,346,023円 

消耗品費 1,759,803,445円 

光熱水道料 1,434,219,905円 
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・一般管理費 人件費の内訳 

給与及び手当 1,032,166,288円 

法定福利費（職員） 186,556,499円 

役員報酬   44,025,403円 

法定福利費（役員） 5,078,211円 

 

・その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 

維持管理・保守修繕費 738,885,925円 

雑役務費 200,442,786円 

租税公課 141,763,999円 

謝金 103,049,791円 

備品費 85,551,233円 

 

・雑益のうち主要なもの及び金額 

職員宿舎使用料 82,438,959円 

自動販売機等設置手数料 48,476,398円 

その他の雑収入 40,274,144円 

不用品売却代 40,128,147円 

その他の敷地使用料 29,364,313円 

 

・臨時利益に計上したその他の臨時利益61,394,850円は、電子決裁システムに係る設計・構築等業務の

契約解除に伴う違約金を計上したことによるものであります。 

 
〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

 ・資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 9,879,910,247円 

資金期末残高 9,879,910,247円 

 

 ・重要な非資金取引 

ファイナンス・リースによる資産の取得 2,032,819,828円 

 
〔金融商品関係〕 

 １．金融商品の状況に関する事項 

当機構では、余裕金の運用については独立行政法人通則法第 47 条の規定に定める金融商品に限定

しており、株式等は保有しておりません。  

未収金等に係る債務者の信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。 

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、業務実施に必要な資産の調達を目的としたもので

あります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項  

令和5年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、現金は注記を省略しており、預金、未収金、未払金及び預り金は短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1)敷金 4,026,500円 4,032,408円 5,908円

(2)差入保証金 11,692,000円 11,646,838円 △45,162円

資産　計 15,718,500円 15,679,246円 △39,254円

(1)リース債務 (5,856,430,249円) (6,012,206,757円) (155,776,508円)

負債　計 (5,856,430,249円) (6,012,206,757円) (155,776,508円)  

(注) 負債に計上されるものは（ ）で示しております。 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三

つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 

〇資産 

（1）敷金 

敷金については、差し入れた敷金額を契約における残存期間に対応する国債の利回りで割り引

いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

（2）差入保証金 

差入保証金については、差し入れた保証金額を契約における残存期間に対応する国債の利回り

で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

〇負債 

（1）リース債務 

短期及び長期のリース債務については、元利金合計額の将来キャッシュ・フローを、信用リスク

を反映した割引率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。  
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〔不要財産に係る国庫納付等〕 

不要財産に係る国庫納付等については以下のとおりです。 

〔資産除去債務関係〕 

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

（１）当該資産除去債務の概要 

 当機構が保有している一部の固定資産にはアスベスト（石綿）が使用されており、除去につい

て石綿障害予防規則に基づく処理が義務付けられていることから、当該法的義務に係る資産除去

債務を計上しております。 

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間は、原則として有形固定資産の耐用年数満了時まで（取得時より7年から33年）

としております。資産除去債務の算定に当たり、割引率は0.847％から2.303％を適用しておりま

す。 

（３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。 

期首残高 112,989,071円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 

見積りの変更による影響額 － 

時の経過による調整額 183,545円 

資産除去債務の履行による減少額 － 

当事業年度末残高 113,172,616円 

２．資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの 

  当機構が職業訓練施設等の設置に伴い締結している一部の不動産賃貸借契約等に基づく原状回復 

義務については、当該義務に関連する賃借資産の使用期間が明確ではなく、将来移転する予定もない

ことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、履行時期が明らかになっ

たものを除き、当該義務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

〔減損損失関係〕 

【減損の兆候に関する事項】 

当事業年度における減損の兆候については以下のとおりです。 

　令和3年度において処分を行ったもの

地方公共団体 地方公共団体 地方公共団体
への払戻し への払戻し への払戻し

149,737,343円 68,424円 令和5年3月6日
令和5年3月28日
令和5年3月31日

215,040,956円 99,464円

国庫納付 国庫納付 国庫納付

18,033,626円

(1)不要財産としての国庫納付等
を行った資産の種類、帳簿価
額等の概要

(2)不要財産となった理由 (3)国庫納付等の方法
(4)譲渡収入による現金納付等を

行った資産に係る譲渡収入の
額

土地、建物（職員用宿舎）

「独立行政法人の職員宿舎の見直しに
関する実施計画」（平成24年12月14日
行政改革担当大臣決定）に基づき、処
分を進めたため。

金銭納付 167,848,728円

帳簿価額

　政府出資分：215,040,956円

(5)国庫納付等に当たり譲渡収入
から控除した費用の額

(6)国庫納付等の額 (8)減資額

　運営費交付金：2,876,554円

　地方公共団体出資分：112,654円

(7)国庫納付等が行われた年月日
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職員宿舎 

１．兆候の対象資産及び経緯 

用途 種類 場所 

職員宿舎 土地、建物等 北海道小樽市外31箇所 

「独立行政法人雇用・能力開発機構法を廃止する法律」（平成23年法律第26号）に基づき当機 

構に承継された職員宿舎については、「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19 年 12 月 24 日

閣議決定）により、すべて構造・耐用年数にかかわらず整理を進め、平成23年度末までに独立

行政法人雇用・能力開発機構の設立時と比して4割を超える施設の廃止を行い、木造宿舎につ

いては、最終的に原則廃止とすることとされております。 

当該職員宿舎の承継時において、既に独立行政法人雇用・能力開発機構の設立時と比して 4

割を超える施設の廃止が行われておりますが、当機構では、引き続き当該職員宿舎の着実な整

理を進めることとしております。 

２．使用しなくなる日 

各宿舎の廃止の時期は、今後整理を進める中で決まっていくこととなります。 

３．使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額 

当該職員宿舎（当事業年度末帳簿価額：土地3,417,403,781円、建物等1,361,589,100円）につい

ては、廃止の時期が個別に決定するまでは回収可能サービス価額及び減損額の見込額を算出するこ

とができません。 

【減損の認識に関する事項】 

当事業年度において、以下のとおり減損損失を計上しております。 

１．減損認識の対象資産 

用途 種類 場所 帳簿価額 

職員宿舎 土地、建物等 秋田県大館市外17箇所 681,968,020円 

なお、帳簿価額については、減損認識前の期末帳簿価額を記載しております。 

 ２．減損の認識に至った経緯 

施設の用途廃止により減損を認識しております。 

３．減損損失の金額 

区 分 
損益計算書に 

計上していない金額 

損益計算書に 

計上した金額 
合計 

土 地 81,228,508円 0円 81,228,508円 

建 物 等 17,332,657円 1,852,626円 19,185,283円 

合 計 98,561,165円 1,852,626円 100,413,791円 

４．減損損失額の測定方法 

正味売却価額により測定し、不動産鑑定評価額等により算定しております。 
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〔退職給付債務関係〕 

１．採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度として、企業年金基

金制度及び退職一時金制度を採用しております。企業年金基金制度（積立型制度である。）では、労働

関係法人企業年金基金に加入しており、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しておりま

す。退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時

金を支給しております。 

２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 38,636,146,985円 

勤務費用 1,630,555,440円 

利息費用 40,374,397円 

数理計算上の差異の当期発生額 468,782,964円 

退職給付の支払額 △ 2,105,708,225円

過去勤務費用の当期発生額 △ 2,238,297,257円

期末における退職給付債務 36,431,854,304円 

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 9,104,091,297円 

期待運用収益 175,708,962円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 452,892,324円

事業主からの拠出額 531,663,912円

退職給付の支払額 △ 586,180,763円

期末における年金資産 8,772,391,084円 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

積立型制度の退職給付債務 14,497,245,604円 

年金資産 △ 8,772,391,084円 

積立型制度の未積立退職給付債務 5,724,854,520円 

非積立型制度の未積立退職給付債務 21,934,608,700円 

小 計 27,659,463,220円 

未認識数理計算上の差異 △ 1,855,012,016円 

未認識過去勤務費用 6,912,980,411円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 32,717,431,615円 

退職給付引当金 32,717,431,615円 

前払年金費用 － 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 32,717,431,615円 



（職業能力開発勘定） 

（４）退職給付に関連する損益 

勤務費用  1,630,555,440円 

利息費用 40,374,397円 

期待運用収益 △ 175,708,962円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 △ 212,524,614円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 874,112,290円 

合 計  408,583,971円 

   

（５）年金資産の主な内訳 

         年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。 

債券 51.2% 

株式 17.6% 

預金 0.1% 

その他 31.1% 

合 計 100.0% 

 

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

      年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

      期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

      割引率  0.000％（一時金） 

          0.275％（年金） 

      長期期待運用収益率  1.930％ 

 
〔重要な債務負担行為〕 
施設整備費補助金により、以下の工事契約を締結しております。 

  
（１） 秋田職業能力開発促進センター本館・実習場建替その他工事（第１期）監理業務 

契約金額  25,300,000円 

当期支払確定額  0円 

次期以降支払額  25,300,000円 

 
（２）秋田職業能力開発促進センター本館・実習場建替その他工事（第１期） 

契約金額 902,000,000円  

当期支払確定額 360,800,000円  

次期以降支払額 541,200,000円  

 
 
 
 
 

 



（職業能力開発勘定）

（３）高度訓練センター受変電設備等改修工事監理業務

契約金額 14,795,000円 

当期支払確定額 0円 

次期以降支払額 14,795,000円 

（４）高度訓練センター受変電設備等改修工事

契約金額 377,300,000円 

当期支払確定額 75,460,000円 

次期以降支払額 301,840,000円 

（５）京都職業能力開発促進センター本館昇降機設備更新工事設計監理業務

契約金額 3,828,000円 

当期支払確定額 2,296,800円 

次期以降支払額 1,531,200円 

（６）秋田職業能力開発短期大学校本館昇降機設備更新工事設計監理業務 

契約金額 3,025,000円 

当期支払確定額

次期以降支払額

1,815,000円 

1,210,000円 

上記（１）～（６）合計額 

契約金額 計 1,326,248,000円 

当期支払確定額 計 440,371,800円 

次期以降支払額 計 885,876,200円 

〔重要な後発事象〕

該当する事項はありません。
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